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1．�農林水産大臣は、７種類のネオニコチノイド系農薬を農薬取締法第６条の３に基づき、その登録を
取り消すとともに、第９条２項に基づき、その販売を禁止すること

2．�厚生労働大臣は、アセタミプリド、イミダクロプリドのお茶・果物への残留基準を早急に見直し、
欧米諸国並みに厳しくすること

3．�厚生労働大臣は、ネオニコチノイド系農薬の家庭内での使用を禁止する等の措置を講ずること
4．�国は、全国的に発生しているミツバチの大量死に関して、原因究明のための徹底した調査およびネ

オニコチノイド系農薬による被害に関する調査研究を早急に実施すること
5．�国は、ネオニコチノイド系農薬の生態系や人の健康に与える影響を早急に調査研究すること。特に

有機リン系農薬との複合影響や子どもの脳の発達に及ぼす影響の観点から調査研究を進めること
6．�国は、ネオニコチノイド系農薬の生活環境中での使用実態及び使用に伴う被害の発生状況、並びに

ネオニコチノイド系農薬が残留する食品摂取による健康被害の状況についての調査を早急に実施す
ること

●農薬空中散布中止・縮小―長野県上田市、千曲市、茨城県笠間市
長野県の上田市では子どもの健康への懸念から2009年より農薬の空中散布を中止。千曲市
では2016年度は松枯れ防除のための空中散布を見合わせ。笠間市の上郷地域でカメムシ防
除の空中散布縮小。

●特別栽培を脱ネオニコチノイドで―栃木県　民間稲作研究所
特別栽培農作物とは、慣行栽培に比較して５割以上化学合成農薬と化学肥料を削減して栽
培。ネオニコチノイド系農薬を使用しないで特別栽培を実現する「特栽ネオニコフリー」認
定を開始。

●自治体レベルで減農薬―群馬県渋川市
2014年にネオニコチノイド系、有機リン系農薬を使用しない新たな農法「渋川市選別農薬
農法（愛称：しぶせん）」による農作物の認定制度を創設。

●生協の脱ネオニコチノイド―コープ自然派、あいコープみやぎ、よつ葉生協
ネオニコチノイド系農薬を使用しない米作りだけでなく、野菜や果樹栽培の脱ネオニコチノ
イドにも挑戦。

●鳥を守るために減農薬・脱ネオニコチノイド―�新潟県佐渡市、福井県越前市、兵庫県豊岡市、� �
千葉県野田市、栃木県小山市、埼玉県鴻巣市

トキ、コウノトリなど貴重な鳥類を守るためにネオニコチノイド系農薬使用の削減や中止、
減農薬推進など、環境保全型農法への転換が各地で始まる。

　ネオニコチノイド禁止を求める国民会議（ＪＥＰＡ）の政策提言（Ⅰ）

　脱ネオニコチノイド　国内の動き

1．�国（農林水産省）は、ネオニコチノイド系農薬の使用自粛を推進し、空中散布を中止すること
2．�国（農林水産省）は、農産物検査法に基づく米の規格基準から着色粒項目を削除すること
3．�国は、ミツバチ減少の原因究明のための委員会を早急に設置すること
4．�国（環境省）は、ネオニコチノイド系農薬による生態系への影響に関する調査研究を実施し、早期

対策を推進すること
5．�国（国土交通省、厚生労働省）は、ネオニコチノイド系農薬を使用した住宅建材への対策を実施す

ること
6．�国は、ネオニコチノイド系農薬を使用したシロアリ駆除剤、家庭用殺虫剤への対策を実施すること
7．�国は、ネオニコチノイド系農薬による子どもの脳・神経系への影響について調査研究を実施すること

　ネオニコチノイド禁止を求める国民会議（ＪＥＰＡ）の政策提言（Ⅱ）



特定非営利活動（ＮＰＯ）法人　ダイオキシン・環境ホルモン対策国民会議
　　　　　　　JEPA（Japan Endocrine-disruptor Preventive Action）
　事務局　〒136-0071 東京都江東区亀戸7-10-1 Zビル４F

TEL  03-5875-5410　FAX  03-5875-5411
E-mail  kokumin-kaigi@syd.odn.ne.jp

　ホームページ　http://www.kokumin-kaigi.org

ネオニコ禁止を求める運動に、どしどしご意見をお寄せください。
ご一緒に活動しましょう。
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ブドウ畑の農薬散布


